第１号様式（第５条第１項関係）
令和　　年　　月　　日

　福島県知事

申請者　住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
（法人にあっては名称及びその代表者の職・氏名）

令和８年度県内企業の脱炭素化推進事業補助金交付申請書
　令和８年度において、下記のとおり県内企業の脱炭素化推進事業を実施したいので、福島県補助金等の交付等に関する規則第４条第１項の規定により、補助金を交付してくださるよう、関係書類を添えて申請します。
記
1 補助事業を実施する施設の名称及び所在地
施設の名称　
施設の所在地　

2 補助金交付申請額
　　金　　　　　　　　　円
　　（補助対象経費　　　　　　　　　円）

3 補助対象設備
（１）高効率設備導入事業
	設備の種類
	□　高効率空調機器　　□　高機能換気設備
□　高効率照明機器　　□　高効率給湯機器
□　コージェネレーションシステム

	名称及び個数
	

	メーカー名
	

	型番
	

	出力
	


　　※複数の種類を申請する場合には、設備の種類ごとに記載すること。
（２）太陽光発電設備導入事業
	太陽光パネル
	名称
	

	
	メーカー名
	

	
	型番
	

	
	出力
	

	パワーコンディショナー
	名称
	

	
	メーカー名
	

	
	型番
	

	
	出力
	

	柵の設置（20kW以上の場合）
	□　該当　　□　非該当

	
	非該当の場合の理由




４　補助対象事業の期間
　　令和　　年　　月　　日～令和　　年　　月　　日

５　収支予算
（１）収入の部
	区　分
	予算額
	摘要

	補助金
	高効率設備導入事業
	円
	令和８年度県内企業の脱炭素化推進事業補助金

	
	太陽光設備導入事業
	円
	

	
	加算要件
	円
	

	自己資金
	円
	

	合　　計
	円
	


（２）支出の部
	区　分
	予算額
	備考

	工事費
	本工事費
（直接工事費）
	材料費
	円
	

	
	
	労務費
	円
	

	
	
	直接経費
	円
	

	
	（間接工事費）
	共通仮設費
	円
	

	
	
	現場管理費
	円
	

	
	
	一般管理費
	円
	

	
	付帯工事費
	－
	円
	

	
	機械器具費
	－
	円
	

	
	測量及び試験費
	－
	円
	

	設備費
	設備費
	－
	円
	

	業務費
	業務費
	－
	円
	

	事務費
	事務費
	－
	円
	

	補助対象経費　計
	円
	

	補助対象外経費
	円
	

	合　計
	円
	


　　　※補助対象事業が異なる場合は表を分けること。

６　添付書類
別に定めるもの

７　支援機関
　　支援機関の名称　
　　担当者氏名　
　　連絡先　

８　本件責任者及び担当者
責任者氏名　
担当者氏名　
連　絡　先　

注　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。
第２号様式（第５条第２項関係）

　令和　　年　　月　　日

　福島県知事

申請者　住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
（法人にあっては名称及びその代表者の職・氏名）

令和８年度県内企業の脱炭素化推進事業補助金交付申請辞退届
  令和　　年　　月　　日付けで申請しました令和８年度県内企業の脱炭素化推進事業補助金について、下記のとおり申請を辞退したいので、届け出いたします。

記

１  辞退の理由









第３号様式（第６条第１項関係）

　令和　　年　　月　　日

　福島県知事

申請者　住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
（法人にあっては名称及びその代表者の職・氏名）

令和８年度県内企業の脱炭素化推進事業事前着手届出書
　令和８年度県内企業の脱炭素化推進事業補助金交付要綱第６条第１項の規定に基づき、令和　　年　　月　　日付けで申請した、令和８年度県内企業の脱炭素化推進事業について、交付決定前に着手しますので届け出ます。
　なお、本件について交付決定がなされなかった場合又は交付決定を受けた補助額が交付申請金額に達しない場合においても、異議は申し立てません。
記
１　事前着手の理由


２　着手予定年月日
　　令和　　年　　月　　日

３　本件責任者及び担当者
責任者氏名　
担当者氏名　
連　絡　先　


注　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。
第４号様式（第８条第１項関係）

福島県指令環共第　　　　　号

　住所
　　　　　　氏名


令和　　年　　月　　日付けで申請のあった令和８年度県内企業の脱炭素化推進事業補助金については、福島県補助金等の交付等に関する規則（昭和45年福島県規則第107号）第５条第１項の規定により、下記のとおり交付します。

令和　　年　　月　　日

福島県知事　内 堀 雅 雄　　　　　　

記

１　補助金の交付の対象となる事業及びその内容は、令和　　年　　月　　日付け交付申請書のとおりである。

２　補助金の額は、次のとおりである。ただし、事業の内容が変更された場合において、補助金の額が変更されるときは、別に通知するところによる。
　　補助対象事業に要する経費　金　　　　　　　　　円
　　補助金の額　　　　　　　　金　　　　　　　　　円

３　補助対象経費の区分ごとの配分及びこれに対応する補助金の額は、令和　年　月　日付け交付申請書記載のとおりである。

４　事業内容の変更等特段の事情がない限り、交付を行う補助金の額は、この交付決定額を上限とする。

５　補助事業者は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和30年政令第255号）、二酸化炭素排出抑制対策事業費交付金（地域脱炭素移行・再エネ推進交付金）交付要綱（令和８７年３10月3114日環地域事発第26033132510141号）、地域脱炭素移行・再エネ推進交付金実施要領（令和８７年３月3110日環地域事発第26033132503102号）及び令和８年度県内企業の脱炭素化推進事業補助金交付要綱に従わなければならない。	Comment by 小野 顕広: 「地域脱炭素移行・再エネ推進交付金」改正に伴う修正

６　この交付決定に対し不服があるとき、申請の取り下げをすることのできる期限は交付決定の通知の日から10日以内とする。

７　補助金を充てる事業の実施について、次のいずれかに該当するときは、あらかじめ知事の承認又は指示を受けなければならない。
（１）補助対象事業の内容、又は補助事業に要する経費の配分の変更をするとき
（２）補助対象事業を中止し、又は廃止するとき
（３）補助対象事業が予定の期間内に完了しないとき、又は事業の遂行が困難となったとき




第５号様式（第９条第１項関係）

　　令和　　年　　月　　日

福島県知事

申請者　住　所
　　　　氏　名
（法人にあっては名称及びその代表者の職・氏名）

令和８年度県内企業の脱炭素化推進事業補助金
交付決定変更（中止・廃止）申請書
　令和　　年　　月　　日付け福島県指令環共第　　　　　　　号で交付決定のあった令和８年度県内企業の脱炭素化推進事業補助金について、下記のとおり変更（中止・廃止）したいので、令和８年度県内企業の脱炭素化推進事業補助金交付要綱第９条第１項の規定により申請します。
記
１　補助金の交付決定年月日及び番号


２　変更（中止・廃止）の内容
（１）変更（中止・廃止）の種類


（２）変更の場合、その内容
ア　補助金の額
　　　当初申請額　　　　　　　　　　　　　　円
変更後申請額                          円
    　既交付決定額                          円
イ　事業期間
当初事業期間　　令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日
変更後事業期間　令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日
ウ　その他変更内容

３　変更（中止・廃止）の理由



４　本件責任者及び担当者
　　責任者氏名　
　　担当者氏名　
　　連　絡　先　

（注）申請書の内容及び添付書類は、全て交付申請書の内容及び添付書類等を準用する。


第６号様式（第９条関係）
　
　　年　　月　　日　

　福島県知事

申請者　住　所
　　　　氏　名
（法人にあっては名称及びその代表者の職・氏名）

令和８年度県内企業の脱炭素化推進事業補助金遅延報告書
　令和　年　月　日付け福島県指令環共第　　号で交付決定の通知を受けた令和８年度県内企業の脱炭素化推進事業補助金交付要綱第９条第３項の規定により下記のとおり指示を求めます。
記
１　遅延の原因及び内容


２　遅延に係る金額


３　遅延に対して採った措置


４　遅延等が補助事業に及ぼす影響


５　補助事業の実施予定及び完了予定年月日


６　本件責任者及び担当者
　　責任者氏名　
　　担当者氏名　
　　連　絡　先　
（注）　事業の進捗状況を示した工程表を、当初と変更後を対比できるように作成し添付すること。




注　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。
第７号様式（第10条第１項関係）

福島県指令環共第　　　　　号

住所
氏名

令和　　年　　月　　日付けで申請のあった令和８年度県内企業の脱炭素化推進事業県内企業の脱炭素化推進事業補助金については、福島県補助金等の交付等に関する規則（昭和45年福島県規則第107号）第５条第１項及び令和８年度県内企業の脱炭素化推進事業県内企業の脱炭素化推進事業補助金交付要綱第10条第１項の規定により、令和　　年　　月　　日付け福島県指令環共第　　　号で交付決定した内容を下記のとおり変更（中止・廃止）することを決定したので通知します。

令和　　年　　月　　日

福 島 県 知 事　　　　　　　

記
１　補助金の交付の対象となる事業及びその内容は、令和　年　月　日付け第　　号交付申請書のとおりである。

２　補助金の額は、次のとおりである。
　　補助対象事業に要する経費　金　　　　　　　　　円
　　補助金の額　　　　　　　　金　　　　　　　　　円

３　補助対象経費の区分ごとの配分及びこれに対応する補助金の額は、令和　年　月　日付け令和８年度県内企業の脱炭素化推進事業県内企業の脱炭素化推進事業補助金交付決定変更（中止・廃止）申請書記載のとおりである。

４　補助対象事業の変更（中止・廃止）の理由は、令和　年　月　日付け令和８年度県内企業の脱炭素化推進事業県内企業の脱炭素化推進事業変更（中止・廃止）承認申請書のとおりである。

５　補助事業者は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和30年政令第255号）、二酸化炭素排出抑制対策事業費交付金（地域脱炭素移行・再エネ推進交付金）交付要綱（令和８７年３10月3114日環地域事発第26033132510141号）、地域脱炭素移行・再エネ推進交付金実施要領（令和８７年３月3110日環地域事発第26033132503102号）及び令和８年度県内企業の脱炭素化推進事業県内企業の脱炭素化推進事業補助金交付要綱に従わなければならない。	Comment by 小野 顕広: 「地域脱炭素移行・再エネ推進交付金」改正に伴う修正

６　この交付決定に対し不服があるとき、申請の取り下げをすることのできる期限は交付決定の通知の日から10日以内とする。

７　補助金を充てる事業の実施について、次のいずれかに該当するときは、あらかじめ知事の承認又は指示を受けなければならない。
（１）補助対象事業の内容、又は補助事業に要する経費の配分の変更をするとき
（２）補助対象事業を中止し、又は廃止するとき
（３）補助対象事業が予定の期間内に完了しないとき、又は事業の遂行が困難となったとき





第８号様式（第11条第２項関係）
　
　　令和　　年　　月　　日

　福島県知事

申請者　住　所
　　　　氏　名
（法人にあっては名称及びその代表者の職・氏名）

令和８年度県内企業の脱炭素化推進事業補助金交付申請取下届出書
令和　　年　　月　　日付け福島県指令環共第　　　　　号で補助金の交付決定通知のあった令和８年度県内企業の脱炭素化推進事業補助金については、下記の事項について不服があるので、同補助金の令和　　年　　月　　日付け交付申請を取り下げます。
記
１　補助金の額


２　申請年月日


３　不服のある交付の決定内容又は交付の決定に付された条件


４　取り下げる理由


５　本件責任者及び担当者
　　責任者氏名　
　　担当者氏名　
　　連　絡　先　


第９号様式（第12条関係）
　
　令和　　年　　月　　日

　福島県知事

申請者　住　所
　　　　氏　名
（法人にあっては名称及びその代表者の職・氏名）

令和８年度県内企業の脱炭素化推進事業実施状況報告書
　令和８年度県内企業の脱炭素化推進事業の遂行状況について、令和８年度県内企業の脱炭素化推進事業補助金交付要綱第12条の規定により、下記のとおり報告します。
記
１　事業の経過
	補助金交付決定
	事業遂行状況

	通知年月日
	通知額
	

	
	
	



２　本件責任者及び担当者
　　責任者氏名　
　　担当者氏名　
　　連　絡　先　


第10号様式（第13条第１項関係）

　　令和　　年　　月　　日

　福島県知事

申請者　住　所
　　　　氏　名
（法人にあっては名称及びその代表者の職・氏名）

令和８年度県内企業の脱炭素化推進事業完了実績報告書
　令和　　年度において、令和８年度県内企業の脱炭素化推進事業を実施したので、令和８年度県内企業の脱炭素化推進事業補助金交付要綱第13条第１項の規定により、その実績を報告します。
記
１　補助金交付決定額
　　　　　　　　　　円

２　工事完了日
令和　　年　　月　　日

３　本件責任者及び担当者
　　責任者氏名　
　　担当者氏名　
　　連　絡　先　



第11号様式（第13条第２項関係）

　　令和　　年　　月　　日

　福島県知事

申請者　住　所
　　　　氏　名
（法人にあっては名称及びその代表者の職・氏名）

令和８年度県内企業の脱炭素化推進事業年度終了実績報告書
　令和　　年度において、令和８年度県内企業の脱炭素化推進事業を実施したので、令和８年度県内企業の脱炭素化推進事業補助金交付要綱第13条第２項の規定により、その実績を報告します。
記
１　事業の経過
	補助金交付決定
	事業遂行状況

	通知年月日
	通知額
	

	
	
	



２　本件責任者及び担当者
　　責任者氏名　
　　担当者氏名　
　　連　絡　先　



注　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。
第12号様式（第14条第１項関係）
環共第　　　　号　
令和　年　月　日　

　　　　　　　　　　　　様　

福島県知事　　　　　

令和８年度県内企業の脱炭素化推進事業補助金交付額確定通知書

　令和　　年　　月　　日付け福島県指令環共第　　　　　号で交付決定した令和８年度県内企業の脱炭素化推進事業補助金については、令和　　年　　月　　日付けの完了実績報告書に基づき、下記のとおり交付額を確定したので、令和８年県内企業の脱炭素化推進事業補助金交付要綱第14条第１項の規定により通知します。

記
１　補助事業の名称


２  補助金の交付決定額


３　補助金の額の確定額


４　その他



第13号様式（第15条第１項関係）

　　令和　　年　　月　　日

　福島県知事

申請者　住　所
　　　　氏　名
（法人にあっては名称及びその代表者の職・氏名）

　　　令和８年度県内企業の脱炭素化推進事業補助金消費税及び
地方消費税の額の確定に伴う報告書
　このことについて、令和８年度県内企業の脱炭素化推進事業補助金交付要綱第15条第１項の規定により、下記のとおり報告します。
記
１　消費税及び地方消費税の額　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　分
	金　額

	補助金の額の確定額
	

	補助金の額の確定時に減額した仕入に係る消費税及び地方消費税相当額（A）
	

	消費税の申告により確定した仕入に係る消費税及び地方消費税相当額（B）
	

	補助金返還相当額（B）－（A）
	



２　本件責任者及び担当者
　　責任者氏名　
　　担当者氏名　
　　連　絡　先　




第14号様式（第16条関係）

　　令和　　年　　月　　日

　福島県知事

申請者　住　所
　　　　氏　名
（法人にあっては名称及びその代表者の職・氏名）

令和８年度県内企業の脱炭素化推進事業補助金交付請求書
　令和　　年　　月　　日付け福島県指令環共第　　　　号で交付額確定の通知を受けた令和８年度県内企業の脱炭素化推進事業補助金の交付を受けたいので、令和８年度県内企業の脱炭素化推進事業補助金交付要綱第16条の規定に基づき下記のとおり請求します。
記
１　補助金交付確定額

２　補助金請求額
	
	
	
	
	
	
	
	
	円



３　振込先口座情報



４　本件責任者及び担当者
　　責任者氏名　
　　担当者氏名　
　　連　絡　先　




第154号様式（第18条第３項関係）

取得財産管理台帳（　　年度）兼取得財産明細書

	財産名
	規　　格
	単位
	数量
	単価(円)
	金額(円)
	取　得年月日
	処分制限期間
	保　管場　所
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注１　この様式は、取得財産等管理台帳と取得財産等明細書を兼ねるものとする。
　２　数量については、同一規格であれば一括して記載して差し支えないが、単価が異なる場合には区別して記載すること。
　３　取得年月日については、検収年月日を記載すること。
　４　処分制限期間については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める耐用年数を記載すること。
　５  用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。


第16号様式（第18条第４項関係）

令和　　年　　月　　日

　福島県知事

申請者　住　所
　　　　氏　名
（法人にあっては名称及びその代表者の職・氏名）

取得財産処分承認申請書
　令和８年度県内企業の脱炭素化推進事業補助金により取得した財産を下記により処分したいので、令和８年度県内企業の脱炭素化推進事業補助金交付要綱第18条第４項の規定により、承認してくださるよう申請します。　
記
１　補助金の交付決定年月日及び番号
令和　　年　　月　　日付け福島県指令環共第　　　号

２　品目

３　取得単価及び時価

４　取得年月日

５　処分の方法

６　処分の理由

７　処分予定価格

８　本件責任者及び担当者
　　責任者氏名　
　　担当者氏名　
　　連　絡　先　

備考　添付書類は別に指示する。

第17号様式（第22条関係）
令和　　年　　月　　日

福島県知事

申請者　住　所
　　　　氏　名
（法人にあっては名称及びその代表者の職・氏名）

太陽光発電設備利用状況報告書
　令和　　年　　月　　日付け福島県指令環共第　　　　　号で交付決定のあった令和８年度県内企業の脱炭素化推進事業補助金について、令和８年度県内企業の脱炭素化推進事業補助金交付要綱第22条の規定により、下記のとおり報告します。
記
１　対象設備情報
	設置した事業所の所在地
	福島県

	太陽光発電設備出力
	kW

	報告期間
	年　　月　　日　　～
　　　　年　　月　　日

	(a)発電電力量
	kWh　　

	(b)使用電力量
	kWh　　

	(c)購入電力量
	kWh　　


※　本補助金では、「導入する太陽光発電設備で発電する電力量を全て自家消費すること」を要件としています。

２　添付書類
　（１）発電電力量等内訳表（様式第17号別紙１）
　（２）再エネ発電量・使用量・購入量がわかる資料（モニターの写真等）
　（３）その他知事が必要と認める書類
第17号様式別紙１
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	発電電力量等内訳表

	
	
	
	
	
	
	

	　　項目

 月
	令和　年　月～令和　年　月

	
	発電電力量(kWh)
	使用電力量(kWh)
	購入電力量(kWh)

	　月
	　
	　
	　

	　月
	　
	　
	　

	　月
	　
	　
	　

	　月
	　
	　
	　

	　月
	　
	　
	　

	　月
	　
	　
	　

	　月
	　
	　
	　

	　月
	　
	　
	　

	　月
	　
	　
	　

	　月
	　
	　
	　

	　月
	　
	　
	　

	　月
	　
	　
	　

	年合計
	(a)
	0
	(b)
	0
	(c)
	0



